




















































54年度 55年度 56年度 57年度 58年度
預　け　金 511，506453，635740，468810，57398I，792
18．1 14．工 20．4 20．2 22．2
金融機関貸付等 工66，394261，664 78，570 79，317 57，468
5．9 8．2 2．2 2 1．3
金銭信託等 234 258 8，541 34，696 39，5920 0 0．2 O．9 0．9
有価証券 366，377531，095698，845870，1881，025，92013 16．6 19．3 21．7 23．2
貸　出　金 1，777，771，960，4612，096，1252，20ユ，0262，303，157
63■ 61．1 57．9 54．9 52．1
そ　の　他 0 o 0 14，655 15，1440 0 0 0，4 0．3
運用資金計 2，822，282＝3，207，113，622，5494，010，4554，423，073
59年度 60年度 61年度 62年度 63年度
預　け　金 1，ユ64，9161，324，7031，527，5651，835，092，119，529
23．9 24．6 26，2 29．8 32．3
金融機関貸付等 9ユ，221 125，699124，152111，817141，208
1．9 2．3 2．ユ 1．8 1．8
金銭信託等 87，585 204，868394，986399，212385，214
1．8 3．8 6，8 6．5 5．9
有価証券 1，063，351，133，9751，157，8681，141，8211，093，6552L81 21．1 19．9 18．5 16．6
貸　出　金 2，μ4，350■2，576，4972，610，2042，656，8202，835，156
50．2 47．9 44．8 43．1 43．2
そ　の　他 15，196 15，182 15，132 15，161 15，280
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IZEF SUR KASUKA SUTOU
AO 15．894 A0 15，903 C0 15．893 D0 15．892
0．012462 0．011479 0．012374 0．013663
A1 O．39064 A1 0．40021C1 0．39379D1 O．46897
O，03087 0．026598 O，026593 O，037819
A2 O．53592 A2 O．55755C2 0．57661D2 0．52342
0．03148 0．0279 O．02816 0．039043
A3 0．19579 A3 0．19643C3 O．16248D3 0．28615
0．0036105 O．003363 0．093287 0．11487
A4 0．1242 A4 0．12377C4 0．56841D4 0．12639
O．003334 0．0037245 0．13739 0．098653
B11 O．062651B11 O．046712C5 O．022566D5 一〇．20728
O．06396 0．080476 0．093758
B12 0．022715B12 0．022038C6 0．40902
0．0094476 0．O088496 O，13833
B13 0．029504B13 0．028058
O．0087006 0．0097806貢2 0．989534艮2 O．98917

















53 54 55 56 57 58
ESA（1）一〇、0ユ8218一0．021458一0．021038一0．011812一〇、020603一0．019871
21．218 32．4ユ59 6．635882．8204 12．1704 7．3008
ESA（2）0．009903．00841640．0100380．016046O．00495710．0087355




3．9589 2、ユユ91 7．3312 12．610210．23 ユ0．5876
ESO（1）0．0797170．098862O．040303O．079725O．069634O．06743
ユ3．3189ユ9．9184 1．2853 7．3942 5．3544 2．ユ201
ESO（2）0．081552O．0613470．0298740．099719O．089474O．078173
3．0092 1．4252 0．4624 7．3744 4．2313 1．9215
KESO一0．008636一0．022695一〇、056343一0．022328一0．020878一一0．036378
6．3615 O．5ユ76 1．9854 0．4391 O．3604 O．5416
SESO0．0229950．017623一〇．0154010．023002O．018754一0．01ユ548
191．71ユ7117．0508O．1635 C．4591 0．2307 0．0622
59 60 61 62 63
ESA（1）一0．013749一8．0078150．032809．060990．07344
2．5157 O．8744 9．4496 36．726246．259
ESA（2）0．0202520．017591O，0259410．0360490．042234
4．0729 3．7881 5．0875 9．1938 9．4028
KESAO．0356I10．03175O，035122O．042398O．029603
21，366ユ16．693 10．7042 9．4064 3．5036
SESAO．0240770．Oユ8909O．021704．017870．O076046
11．3224 8．4ユ48 4．4523 2．6272 0．2169
ESO（1）0．Cg08510．132680．096219O．122250．1467
2．5332 6．7172 3．544 5．4484 5．43ユ7
ESO（2） 0，082ユ54O．142810．118350．15866O．17643
1．5086 6．7332 4．7243 6．7463 4．9542
KESOO．011723O．059298O．0172760．0576ユ9O．064584
OI05621．5276 O．1061 0．6313 0．4936
SESO0．00882770．048064O．0530160．0307760．038915
0．0352 1．2864 1．0672 O．2861 0．1724
注　11〕各行の上段は各推定式によるESA．ESOの携定値，下段はW且1d統言†量（自曲度1の兀2値）である。
　　伽　有意水準1％、5％およびlO％のπ2の臨界値はそれぞれ6．63，3．脳およぴ2．71である。
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労働金庫における規模と範囲の経済性
図3－1 各推定式による規模の経済性
／昭和53－63年度）
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図3－2各推定式による範囲の経済性
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KESO，SESOにおいてのみマイナスの値をとるケースが若干見られるが，どの
場合も有意ではない。したがってどの推定式においても範囲の経済性の可能佳
は検証されず，むしろ範囲の不経済の存在が示唆されていると見るべきかもし
れない。一方，規模の経済性については，IZEFのESA（1）では規模の不経済
が検出された年度が多いが，その他はほぼ全般的に規模の経済性の存在を示唆
する結果が得られた。とくに，昭和61，62年度では全ての推定式で有意な結果
が得られており，少なくともこの期問については規模の経済性が働いていたと
みてよいのではないだろうか。ただし，63年度ではSESAの有意性が低下し
ているo笥。
4　結　語
　本稿では，わが国の金融業における規模と範囲の経済性に関するこれまでの
実証研究の手法を，協同組織金融機関のひとつである労働金庫に適用した研究
を行った。具体的には，首藤（1985）の費用関数，粕谷（1986）の費用関数お
よび村上（1989）の費用関数とシェアー方程式との同時推定法（SURおよび
Ze1lner描cient推定法）を労働金庫に適用し，Wald検定を行った。
　上に示したように，各費用関数の推定結果は概ね良好であった。それに基づ
く仮説検定では，規模の経済性についてはIZEFを除いたすべてのケースで，
肯定的な結果が得られた。IZEFによる推定のケースが他の捷定方法の結果と
若干異なり，昭和55年度から60年度まで規模の不経済が検出されているが，61
年度以降は他の推定法と同じように規模の経済性の存在が示唆される結果に変
わっている。しかしながらその転換した原因は判然としていない。一方，範囲
の経済についてはほほすべてのケースで否定的な結果となった。さらに，その
結果も，同時推定法（IZEFおよびSUR）と単一式推定（KASUYAおよび
SUTOU）の二つのグループに分かれていることが図3－2から見て取れる。
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いずれにせよ，本研究の結果では，範囲の経済性ではなくむしろ範囲の不経済
が示唆されているが，しかしこれまでの業務の範囲についてであって，これか
らの新規業務についてではないことにくれぐれも注意する心要があろう。『中
問報告』や答申で示唆されたような新規業務に関する範囲の経済性の可能性を
検討するためには，情報や組織ネットワーク等も含めた，各生産要素のより精
密な実態的な研究などが必要になろう。
　筆者のサーベイ（1992）でも言及したが，本稿で行った費用関数の推定によ
る規模および範囲の経済性の存在を検証するというアプローチは，心ずしもそ
れらを生み出す源泉を明らかにするものではなく，それを明らかにするために
は，実態に密着した，よりミクロレベルでの実証研究で補完していく心要があ
ると思われる。本稿ではまったく扱うことができなかった各金庫の地域格差と
いう大きな問題もそこでは考慮することができようω。
　また，本稿で採用した生産物の定義のひとつの欠陥は，それが貸出利子率や
有価証券利回りの変化など，労働金庫の「生産技術」とは直接関係しない，そ
の時々の市場の需給関係をも反映していることである。この問題については，
さしあたり例えばこれ以外の生産物の定義を用いて再検証するといったことが
少なくとも心要となろう。さらにこの問題に関連して，市場の需給関係の変化
だけでなく，金融制度再編成にともなう市場の構造的変化が生じるような場合
には，本来の生産技術のみを反映する概念としての「範囲の経済性」に何らか
の再検訂を加える心要があるのではないだろうか。
　以上，本研究で採用した推定および検証方法について若干の問題点を見たが，
それらの方法が現存のこの種の実証研究でのひとつの標準的な方法であること
は疑いない。この標準的な分析手法を労働金庫に適用した結果は，先に纏めた
ように，（1）規模の経済性は認められるが，（2）範囲の経済性については少なくと
も本稿で採用した生産物の定義のもとでは認められないというものであった。
これらの結果は労働金庫の現在の課題である一本化と業務拡大に関して，一本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　49
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化による規模の拡大には肯定的な根拠となり得るが，新たな業務の導入につい
ては，範囲の経済性，したがって効率化を生み出しうる源泉を的確にとらえる
ことが不可欠であることを示唆していると解釈することができよう。
注／1）牧田（1991）参照のこと。
　12〕1990年末では預金総額は約7兆2000億円に達してい私一方、運用面では，貸出残高が3兆
　　3877億円，有価証券残高が1兆2605億円，また金銭信託等を含む預け金が2兆5781億円となって
　　いる。
　（3〕労働金庫違合会は個々の労働金庫の中央機関であり，各金庫からの預り金を主として有価証券
　　に投資している。
　14〕この凹控の仮定は本来なら検証すべきであるが，本稿では満たされたものとする。
　15）ところで，労働金庫は私的企業ではなく，非営利なので，利潤極大化行動から導出される費用
　　関数そのものが不適切との意見もあろう。しかし，会員の生活向上に，直接，間接に役立つと言
　　う意味では，利潤極大化（費用最小化）行動は認められてよいであろう。
　（6〕生崖物については異なった定義も可能であろうが，本稿ではさしあたり村上の分類に依拠した。
　　要素価格については粕谷，村上の定義をほぽ踏襲してい乱
　（7〕首藤は普通銀行について1981－3隼にわたって検証し，規模の経済性は認められるが，範囲の
　　経済性は認められないとの結果を得ている。
　（8〕W百1d検定はt検定を一般化したもので，非練形制約の検定に便利であり，漸近的には尤度比
　　検定に一致する。これについては，TSP　Refereme　Manua1（Verslon4．0）を参照。
　（9）粕谷は都銀と地銀について昭和50－60年度にわたって検証し，規模の経済については，両グ
　　ループともに認められ，また範囲の経済についてもかなりの年慶で認められるという，首藤とは
　　対照的な結果を報告している。
　α⑪同時推定を行うことで，トランス1］グ型費関数を単一方程式推定を行う場合問題となる多重共
　　線僅をある程度回避できる。
　ll1〕村上は都銀の1969－86年のプーリングデータを前半と後半に分けて検証しており，規模の経済
　　性は後半のみに認められ，範囲の経済性（費用の補完性）は両期間ともマイナスで検出されたが，
　　有意ではないという，本稿で取り上げた実証研究の中では一番厳しい結果となっている。
　11勃1ZEFは実質的には最尤推定量と同一であり，またどのシェアー方程式を落としても1ZEFで
　　の艦定結果は不変であることがわかっている。和合（1983），Apostolakls（1988）およびTSP　Re－
　　fereme　M加u創（Versi㎝4．O）参照。
㈹　本稿には掲げていないが，生産物をフロー変数である経常収益ではなく，ストック変数として運
　　用資金残高を貸出金とそれ以外とに分けて同様の検証を行なった。その推計結果には経常収益の
　　場合と基本的な差異はみられなかった。
ω労働金庫の地域格差は大きいものがあり，例えば経常収益でみると，63年度で最大金庫が約455
　　億円に対し，最小金庫は約14億円と，約33倍の開きがある。さらに昭和50隼度代では，50倍から
　　40倍の開きがあったo
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